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フラップゲート式可動防波堤は，海底に旋回起立する扉体が設置される新形式の防

波堤であり，従来船舶航行や海水交換の観点から困難だった港口部の締切を可能とし，

周辺景観への影響を低減できる特徴を有する．海底設置による様々な技術的課題を克

服し，2024 年 11 月現在は国内 2 施設で採用されている．本稿はフラップゲート式可

動防波堤の設計・施工・保守管理について述べた「港湾・海岸におけるフラップゲー

ト式可動防波堤技術マニュアル」について，その概要と要点について示したものであ

る． 

キーワード : フラップゲート，可動防波堤，防潮施設 

 

1. はじめに 

フラップゲート式可動防波堤は，「新世紀港湾ビジョ

ン」（2000 年度・国土交通省発表）を受けて発足した，

沿岸技術研究センターを事務局とする「沿岸域水門研究

会」への構造提案から開発が始まった技術である．各種

実験等による性能把握・性能向上，実海域試験による信

頼性の検証などを踏まえて，2017年に大船渡漁港におけ

る津波対策水門として初採用されている．これらの実験

結果や実機の設計・施工を通して得られた技術的知見を，

この度「港湾・海岸におけるフラップゲート式可動防波

堤技術マニュアル」として刊行することとなった．本稿

は，フラップゲート式可動防波堤の構造およびマニュア

ルの概要について述べる． 

2. 構造概要 

2.1 構造概要 

フラップゲート式可動防波堤の構成要素を図- 1に示す．

主に扉体および扉体に作用した力を函体に伝達するテン

ションロッド等の可動構造，扉体を格納する函体構造，

函体を支持する基礎構造から構成されている．常時は海

底で扉体をフックで係留することで航路を確保し，津波

等の発生が予測される際は，フックを解放することで扉

体先端が水面に出る高さまで無動力で浮上する機構とな

っている． 

本形式の技術的な特色として以下の点が挙げられる． 

①扉体の起立に港内外の水位差を利用することで，大型

構造物の駆動に人工的な動力源を使用しない． 

②浮上に必要な空気の扉体への給気を平常時に完了する

ことで，ゲート浮上を迅速に行える． 

③水門設備の大部分を工場で製作完了でき，品質確保お

よび工程面で優位である．また，一括で据え付けるた

め，航路閉鎖期間の短縮が可能である． 

④平常時に扉体が海底面に倒伏していることにより，海

面上に露出する部材が少なく，一般的な水門と比べ景

観への影響が小さく，航行船舶の高さ方向の制限もな

い． 

 

図-1 フラップゲート式可動防波堤の構成機器 

2.2 設計基準・設計手法  

 フラップゲート式可動防波堤の構成部材とそれぞれの

設計基準・設計手法について表- 1に示す．本技術は港湾

の施設及び海岸保全施設として使用するため，「港湾の施

設の技術上の基準・同解説（以下，港湾基準）」及び「海

岸保全施設の技術上の基準・同解説」に準じる．ただし，

上部構造（函体・可動構造・駆動装置など）は機械設備

であるため，港湾基準より詳細な記載のある「ダム・堰

施設技術基準（案）」に準じる．なお，函体の設計の考え

方については，港湾基準及び「道路橋示方書・同解説」

が参考となる． 

 

 

 

図- 1 フラップゲート式可動防波堤の構成部材 



沿岸技術研究センター論文集 No.24(2024) 

 - 34 - 

 

表- 1 構成部材と設計基準，設計手法 

部材 仕様 設計基準・設計手法 

上

部

構

造 

機

械

設

備 

電気・ 

制御設備 
電気機器 

ダム・堰施設技術基準

（案） 

駆動装置 機械装置 

可動構造 鋼構造 

函体 

鋼構造 

(必要に応じ

コンクリー

ト充填) 

下

部

構

造 

土

木

構

造

物 

基礎構造 
直接基礎 

港湾の施設の技術上の

基準・同解説 

および 

海岸保全施設の技術上

の基準・同解説 

杭基礎 

支持地盤 

必要に応じ

て，液状化対

策や軟弱地

盤対策等を

実施する 

 

2.3 要求性能 

 フラップゲート式可動防波堤に必要な性能は，津波・

高潮が発生する場合における背後地域の防護，浸水抑制

と通常時の航路確保の両立である，これを踏まえ，要求

性能を以下の通り整理している． 

 ・設計津波及び高潮に対して使用性を確保する． 

 ・設計津波を超える規模の津波に対しては，倒壊しに

くい「粘り強い構造」を目指すものとする．ただし

施設の要求性能に応じて，使用性や修復性，安全性

を考慮した設計をしても良い． 

  また，地震に対する要求性能として以下を規定してい

る．特に，想定する設計津波が対象施設の近傍を震源と

する地震により発生する場合には，設計津波の作用を受

ける前に当該地震による地震動の作用を受けることによ

る影響を適切に考慮する必要がある． 

 ・レベル1地震動に対して継続して使用できること． 

 ・津波に先行する地震動に対しては，津波襲来時に開

口部を閉鎖できること． 

 ・レベル 2 地震動に対しては，施設を管理する自治体

の方針，施設の重要度等を踏まえ，検討の要否及び

要求性能を設定すること． 

3. 下部構造の設計 

3.1 基本事項と荷重組み合わせ 

フラップゲート式可動防波堤の下部構造は主に直接基

礎と杭基礎に分類される．基礎形式は支持地盤の深さに

応じて選定されるが，本構造は函体を海底面下に埋設す

る構造となることが多いため，検討の上で函体の床付面

の高さ（函体高さは5～8m程度）を考慮する必要がある．

なお，本マニュアルでは直接基礎・杭基礎の両形式にお

ける性能照査の方針についても記載している． 

 設計に用いる荷重組み合わせと，その際に想定する扉

体の状態を表- 2，表- 3に示す．扉体は常時は倒伏して

おり，設計津波・設計高潮の来襲時に起立することを前

提とした整理としている．なお，フラップゲート式可動

防波堤の函体は一般に海底面下に埋設されるが，受働土

圧の効果が不明確なため，原則として滑動や転倒の照査

に土圧を考慮しないこととする． 

表- 2 下部構造の設計に用いる荷重組合わせ(津波対策) 
 

 

 

自
重
・
水
重 

静
水
圧 

波
力 

津
波
波
力 

地
震
荷
重 

上
載
荷
重 

風
荷
重 

衝
突
荷
重 

土
圧 

揚
圧
力 

扉
体
状
態 

永続

状態 
常時 ○ ○    ○ △   ○ 倒伏 

変動

状態 

変動波浪 

作用時 
○ ○ ○   ○ ○ △  ○ 倒伏 

レベル 1 地震動 

作用時 
○ ○   ○ ○    ○ 倒伏 

偶発

状態 

設計津波 

作用時 
○ ○  ○  ○  △  ○ 起立 

レベル 2 地震動 

作用時＊ 
○ ○   ○ ○   △ ○ 倒伏 

  
注） ○は考慮する荷重，△は必要に応じて考慮する荷重を示す． 

  ＊印は当該施設の被災による影響を検討し，必要に応じて実施する． 

表- 3 下部構造の設計に用いる荷重組合わせ(高潮対策) 
 

 
自
重
・
水
重 

静
水
圧 

波
力 

津
波
波
力 

地
震
荷
重 

上
載
荷
重 

風
荷
重 

衝
突
荷
重 

土
圧 

揚
圧
力 

扉
体
状
態 

永続

状態 
常時 ○ ○    ○ △   ○ 倒伏 

変動

状態 

変動波浪 

作用時(高潮時) 
○ ○ ○   ○ ○ △  ○ 起立 

レベル 1 地震動 

作用時 
○ ○   ○ ○    ○ 倒伏 

偶発

状態 

偶発波浪作用時 

（高潮時）＊ 
○ ○ ○   ○ ○ △  ○ 起立 

  
注）○は考慮する荷重，△は必要に応じて考慮する荷重を示す． 

  ＊印は偶発対応施設（主たる作用が偶発波浪）の場合のみ実施する． 

3.2 洗掘対策 

設計津波の場合でも流速が大きい場合や津波が防波堤

を越流した場合，洗掘が生じると防波堤の対津波性能に

与える影響が大きい．このため，洗掘対策の基本として，

波浪作用に加え設計津波に対しても基礎マウンド及び海

底地盤の洗掘を発生させないこととしている．ただし，

海底地盤等に一切洗掘を発生させないことが困難な場合

は，洗掘が生じても連鎖的に基礎マウンドが崩れ上部構

造の安定が損なわれないよう配慮をする． 

4. 上部構造の設計 

4.1 基本事項と荷重組み合わせ 

フラップゲート式可動防波堤の上部構造は，函体，扉

体，テンションロッド，扉体係留フックから構成される．

津波の引波に対し港内側水位の異常低下を抑制する必要

がある場合は，扉体の倒伏を所定の角度で維持する構造

（扉体ストッパ）を設置する． 

 本形式は平常時に可動構造部が海底に倒伏した状態で
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維持されることを特徴とするため，以下の事項に適合す

るよう設計する． 

(1) 上部構造に作用する荷重を，確実に基礎構造に伝達

できること 

(2) 平常時には扉体の倒伏姿勢を維持でき，稼働時に円

滑かつ確実に作動すること 

(3) 稼働時に必要な港内水位変動抑制性能を有すること 

(4) 予想される荷重に対して安全であること 

(5) 操作および点検・整備が容易であること 

 各状態の設計に用いる荷重組み合わせを表- 4に示す．

扉体倒伏時には船舶航行による水圧変動についても考慮

が必要である．なお，津波対策としての稼働状態におけ

る地震（余震）の影響や漂流物衝突の同時作用や，高潮

対策としての稼働時における波力・漂流物衝突の同時作

用は，必要に応じて考慮するものとする． 

表- 4 可動構造に作用する荷重の組合せ 

荷重  

 

使用状態 

自
重 

静
水
圧 

津
波
波
力 

波
力 

地
震
時
動
水
圧 

地
震
時
慣
性
力 

浮
力 

船
舶
航
行 

漂
流
物
衝
突 

上
載
荷
重 

風
荷
重 

温
度
影
響 

地
震
時
以
外 

倒伏 ○ ○  ○   ○ ○  △ △ △ 

浮上（津波） ○ ○ ○      △    

浮上（高潮） ○ ○  ○     △    

地
震
時 

倒伏 ○ ○  ○ ○ ○  ○  △ △ △ 

浮上（津波） ○ ○ ○  △ △   △    

浮上（高潮） ○ ○  △ ○ ○   △    

  
 

注）○は考慮する荷重，△は必要に応じて考慮する荷重を示す． 

4.2 函体の設計 

 函体の寸法は，扉体係留状態において所定の航路水深

を確保し，所定の港内水位抑制性能を確保できる天端高

とする．なお，航路水深の検討においては，扉体の動揺

量や施工時に使用する吊りピースの処理等にも留意が必

要である．また，倒伏操作の支障となる扉体格納部への

土砂堆積を回避するよう，函体高・配置・向き等に留意

する． 

 函体と基礎構造の取り合い部は，基礎構造の種類によ

り大きく異なる．直接基礎の場合は港湾基準の重力式防

波堤に，杭基礎の場合は「ジャケット工法技術マニュア

ル」および「格点ストラット工法技術マニュアル」に準

じるものとする．杭基礎の場合，現場で打設される杭と

工場製作のさや管の間での精度管理が重要であり，施工

性も考慮しながら上部構造からの荷重を基礎構造に確実

に伝達できるよう設計する必要がある．図- 2に，杭基礎

の場合の取り合い構造例を示す． 

 

 
図- 2 基礎構造との取り合い部の設計事例 

4.3 扉体・テンションロッドの設計 

 扉体の設計にあたっては，確実に浮上・倒伏操作が行

われるよう，水中における扉体のモーメントバランスに

留意が必要である．具体的には，浮上操作に対しては，

扉体空気室内部の空気による浮上モーメントを，水中に

おける扉体自重及び付着物自重による転倒モーメントと

軸受け部の摩擦による抵抗モーメントの合計値に対し

125％以上確保するよう設計する．倒伏操作に対しては，

大気中における扉体自重による転倒モーメントを，扉体

自体が持つ浮力による浮上モーメントと軸受け部の摩擦

による抵抗モーメントの合計値に対し 125％以上確保す

るよう設計する．各状態におけるモーメントバランスを

図- 3に示す． 

(a)浮上(給気)時のモーメントバランス 

 

(b)倒伏(空気室給気量0)時のモーメントバランス 

 

図- 3 扉体のモーメントバランス 

 テンションロッドは扉体からの荷重を函体に伝達する

重要な可動構造部材であり，扉体の円滑な浮上・倒伏動

作を阻害しないよう，自重と浮力が相殺され水中での自

重が極力ゼロとなるよう設計する．加えて，段波等によ

り衝撃的な荷重が想定される場合は，衝撃力が緩和可能

な構造にすることが望ましい．一例として，扉体とは逆
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方向に回転運動を行う抵抗版（起立安定化プレート）を

下部テンションロッド間に設置する例がある（図- 4）． 

 
図- 4 テンションロッドの設計事例 

4.4 扉体ストッパの設計 

 扉体ストッパは，津波の引き波時に港内水位の異常低

下を避けるべく，引き波時の扉体の倒伏を所定の角度で

維持できるように取り付けられる部材である．通常時は

扉体下部に格納され，扉体が浮上する際に無動力で所定

の角度まで旋回起立する．扉体格納時には，後述する扉

体ストッパ倒伏装置により，扉体の格納に先立ち倒伏す

る．倒伏操作にあたり，扉体ストッパ倒伏用のロープが

津波堆積物の影響を受けないよう，ロープの上にカバー

を設けるなど設計上の配慮が必要である． 

 

 

5. 駆動装置の設計，状態監視設備の設計 

5.1 駆動装置 

フラップゲート式可動防波堤の可動構造の駆動装置は，

以下の要求事項を確保できるよう設計される． 

 (1) 平常時には扉体の倒伏姿勢を安全かつ継続的に保持

できること 

 (2) 稼働時には所定の時間内に確実に扉体を浮上できる

こと 

 (3) 津波の危険が去った場合は，可動構造部を浮上待機

状態に復帰できること 

(4) 操作及び点検・整備が容易なこと 

 標準的な構造の場合，扉体の係留維持および解除をす

る扉体係留駆動装置，扉体の浮上に必要となる空気の備

蓄や倒伏操作時の排気をする給気・排気装置，扉体倒伏

操作時に扉体ストッパを倒伏させる扉体ストッパ倒伏装

置の３駆動装置から構成される．各駆動装置の機能と役

割を図- 6に示す． 

 

(a)扉体係留駆動装置及び給気・排気装置 

 

(b)扉体ストッパ倒伏装置 
 

5.2 状態監視設備の設計 

 フラップゲート式可動防波堤は，可動構造のほとんど

が常時海底に設置され，気中での目視管理が困難である．

このため，操作室内から設備の状態を把握できるよう状

態監視設備を設けることを標準とする．状態監視設備は

扉体の係留力・傾斜角度を常時確認し設備の健全性をリ

アルタイムで確認できるとともに，それらのデータを収

集・蓄積することで経年に伴う設備状態の劣化について

も定量的な評価が可能となるよう設計する． 

  

６．施工 

 フラップゲート式可動防波堤の施工は，設計に基づく

機能を発揮するとともに長期間使用できるよう製作・輸

送・据付を行う必要がある．本マニュアルでは，製作・

輸送・据付に係る全体的な手順，準拠する基準及び留意

点を整理している．全体施工フローの一例を図- 7に示す． 

図- 6 駆動装置の例 

図- 5 扉体ストッパ設計事例 
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７．保守管理 

フラップゲート式可動防波堤は，基本的な機器構成は

一般的な水門扉を踏襲しているため，従来の水門と重な

る部分については「海岸保全施設維持管理マニュアル」

および「ダム・堰施設技術基準（案）基準解説編・マニ

ュアル編」に準じることとしている． 

本技術特有の留意点として，海底面に係留された扉体

を点検・整備する際には，航行船舶への影響が無いよう，

安全対策を講じるとともに，関係者への協議・打ち合わ

せ・連絡等を十分に行う必要がある．例えば，設備の保

守管理の一環として，航路を確保しつつ海底面以下の範

囲で扉体を上下する寸動操作と呼ばれる管理運転をする

際は，扉体内の空気を排気し航路内に大量の気泡を生じ

るため，関係者への周知や操作タイミングなどに配慮が

必要である． 

なお，本マニュアルでは巻末資料として上部構造点検

整備要領表の一例(図- 8)を付している．保守管理の上で

参考になれば幸いである． 

 
図- 8 上部構造点検整備要領表の一例 

８．おわりに 

 本マニュアルはフラップゲート式可動防波堤の基本的

な考え方を提示し，初めて設計に携わる技術者でもその

特徴を正しく理解して設計できるよう，技術的知見とと

もに施工実績から得られた設計・施工例を記載した．本

マニュアルが，施設計画や設計・施工・保守管理に携わ

る技術者・管理者に活用され，適切に設計・施工・保守

管理が行われることを期待する． 
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写真-1 港湾・海岸におけるフラップゲート式 

可動防波堤技術マニュアル 

（沿岸技術ライブラリーNo.59，令和6年1月，沿岸技

術研究センター） 

図- 7 全体施工フローの例 
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